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3.3.4 ケース 4 平成 28 年度 病院建設事業（滋賀県野洲市） 

 

【対象事業】 

滋賀県野洲市の事例は、病院建設事業を対象としている。なお、モデル事業による支

援は、基本設計業務を開始した段階から実施した。 

 

 

【発注者の課題とモデル事業での解決策】 

発注者の課題に対してモデル事業では、以下の解決策を導き出した。 

 

 

【その他特記事項】 

 検討にあたって、将来発生しうる様々なリスクを発注者とともに抽出を行った。 
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事業の特徴（サマリー） 
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多様な入札契約モデル事業の支援フロー 

 

 

 

支援のプロセスとポイント 
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者が抱える本質的な課題の把握 【PO-1:課題の検証①】 
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発注者が抱える本質的な課題の把握 【PO-2:野洲市特有の病院事業体制】 

 

 

 

発注者が抱える本質的な課題の把握 【PO-3:本質的な課題と優先度】 

 

発注者による
事業の推進

⽀援
フロー 応募事業の概要確認 課題解決に向けた

⼊札契約⽅式の検討
発注者が抱える

本質的な課題の把握

■⼀般的な病院事業体制

 病院事業の推進体制について、⼀般的な病院事業と野洲市病院事業の違いを整理

■現在の野洲市⺠病院整備事業体制
（⺠間病院から市⽴病院へ）

現野洲病院（⺠間）

管理者

医師等 事務局

野洲市

病院組織として
今後変化していく

●現在の事業推進体制では、複雑な調整が顕在化していないため⽐較的円滑な進捗が⾏われている。
●今後、⼀般的な病院事業体制への移⾏にともない、発注者組織の調整役が必要となる可能性。

病院組織

施⼯者 設計者

管理者

ＣＭＲ 医療コンサル

施⼯者
（未定） 設計者

ＣＭＲ
（未定） 医療コンサル

病院建設事業においては、病院特有の部⾨
間の意⾒の集約など、複雑な発注者組織のと
りまとめといった課題が発⽣しやすい。

近年、病院建設事業に施設の計画段階から
発注者体制補完の役割でＣＭ⽅式の導⼊が
される事例が増えている。

＜発注者組織＞

＜⽀援が必要となる背景の違い＞

医師等 事務局

部
⾨

部
⾨

部
⾨

部
⾨

今後、病院組織体制の構築が進むに従い、病院特有の事業組織と
の複雑な調整等が顕在化する可能性あり。

部
⾨

部
⾨

部
⾨

部
⾨

現状、医療コンサルと設計者の連携により上⼿く事業が推進して
いる。今後の事業の進捗と発注者体制の整備状況によっては、
CMの導⼊の必要性が⾼まる可能性あり。

今後採⽤
の⾒込み

病院特有の複雑な組織内からの多岐にわたる要望を踏ま
えつつ、事業を円滑に推進するために、発注者体制を補完
する⽅策として、近年ＣＭ⽅式が導⼊されるケースが増え
ている傾向。

⼀般的な病院建設事業では、市営・⺠営に関わらず、医
師等・事務局・管理者（理事等）から成る病院特有の
複雑な事業組織が発注者であり、必要な意思決定を⾏
いながら事業を推進する。

野洲市のケースは、閉鎖される⺠間野洲病院の後継とな
る市⽴病院の整備事業である。市は今⽇まで病院を保有
しておらず、現段階では病院特有の組織がまだ市内部に
構築されていない。病院事業体制の完成までは、市が現
野洲病院に意⾒などを求めつつ、市が主体となって事業
を推進している。今後、病院事業体制が変更するに従い、
これまでの意思決定に⼿戻りが⽣じる懸念がある。

野洲市はまだ病院組織の構築段階であり、複雑な調整等
は現時点では顕著ではないが、将来的に発⽣する可能性
もあり。

⽀援のポイント 将来リスクに対する
対応策の検討

発注者による
事業の推進

⽀援
フロー 応募事業の概要確認 課題解決に向けた

⼊札契約⽅式の検討
発注者が抱える

本質的な課題の把握

①予算と発注者与件・設計内容・収⽀計画を整合させる事が必要（最重要課題）
②議会・市⺠に対する⾼い透明性、公平性の確保が可能な施⼯者選定⽅法の採⽤
③発注者マンパワー・ノウハウ不⾜（将来の病院組織の整備状況によって優先度が変化する可能性あり）
④早期⼯事完了については、当初予定スケジュールは若⼲余裕がある

明確化した本質的な課題とその優先度

当初の課題 優先度 本質的な課題 優先度

発注者体制 発注者側のマンパワー・ノウハウ不⾜ ⾼
発注者の技術系職員採⽤による補完及び発注者業務の
⼀部を設計者に委託する事を検討している.
今後、病院組織の整備が進むに従い、発注者内部組織の
調整が将来的に増加する懸念あり。

中

スケジュール
Ｈ32年10⽉開院を確実にしたい ⾼ いずれの⽅式においても、当初の⾒込んでいた⼯程は妥当

であり、やや余裕がある 中

不落不調による⼯期遅延の回避 ⾼ 不落再⼊札⼿続きなどの遅延リスクを考慮しても、開院⽬
標は達成できる 中

コスト 36万円/㎡で設定した厳しい事業予算で
の⼯事完了 ⾼ 予算の調整は、収⽀計画が成⽴することが条件で可能だが

それでも余裕は殆どない。 ⾼

その他 議会・市⺠への説明責任 中 透明性・公平性に関する議会・市⺠への説明責任は重要 ⾼

課
題
の
検
証

 発注者が想定していた当初の課題および優先度の検証結果(po-1)や野洲市特有の病院事業体
制整理(po-2)を踏まえ、発注者の“不安”と“課題”を仕分け、本質的な課題・優先度を再定義

⽀援のポイント 将来リスクに対する
対応策の検討
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課題解決に向けた入札契約方式の検討 【PO-4:リスク・ベネフィット評価】 

 

 

 

課題解決に向けた入札契約方式の検討 【PO-5:発注者体制の検討】 
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課題解決に向けた入札契約方式の検討 

 

 

 

事業実施段階を想定した対応策の検討 【PO-6:将来リスクへの対策検討】 
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今後のスケジュール 

 

  

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

基本設計

実施設計

施⼯

Ｈ32年度
⽉

発注者

建築

Ｈ31年度Ｈ30年度年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度

当初スケジュール

医療コンサル

基本設計

⼯事

市⽴病院開設申請

実施設計

着⼯

本質的な課題の把握

候補の⼊札契約⽅式の選定

リスクと効果の評価・分析

⼊札契約⽅式の⼯夫

リスクアセスメント

新病院開院
⼊札契約⽅式の決定

市⺠への説明

今後ＣＭ⽅式の導⼊を検討予定

モデル事業
⽀援業務

基本設計 ⼯事実施設計発注⼿続

病院開設⽀援業務（第⼀期） （第⼆期） （第三期）

発注
⼿続

■当初の事業スケジュール

① DB・ECI⽅式の導⼊を⾒送り、設計施⼯分離となったため、⼯事発注はH30年度に⾏う。
② 設計段階の⼯事費概算結果の医療コンサルによる収⽀計画への反映を適時⾏い妥当な予定価格を設定。
③ 基本設計概算結果および病院体制構築の進捗次第では、今後CM導⼊を⾏う可能性あり。

①

発注者による
事業の推進

⽀援
フロー 応募事業の概要確認 ⽀援のプロセスとポイント 課題解決に向けた

⼊札契約⽅式の検討
将来リスクに対する

対応策の検討
発注者が抱える

本質的な課題の把握

② ②

③

■検討後事業スケジュール

CHECK Ⅰ
設計概算と収⽀予測を段階的に
繰り返し⾏う事により最適な予算
設定を⾏う。

CHECK Ⅲ
早期に将来の病院管理者の事業へ
の本格的な参画を図り、運営計画と
施設計画の⾜並みをそろえる。

CHECK Ⅱ
⼊札競争効果への過度な期待をせず、
精度の⾼い実施設計図に基づいた予
定価格を設定することが原則。
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3.3.5 ケース 5 平成 26 年度 庁舎建設事業（愛知県新城市） 

 

【事業内容】 

新城市新庁舎建設事業  

延床面積：8,995 ㎡ 鉄骨造 地上５階建て  

H29.12 竣工予定 

 

【事業の抱える課題】  

市自ら立案したＶＥ協働方式の確実な運用に不安 

 

 

課題と提案した解決策 

 

 

 

事業スキーム 

 

 

工事特性
・築後５８年の老朽化が激しい本庁舎や周辺に分散された本庁機能を１棟に集約した新庁舎を建設する事業

・基本設計完了後にプロポーザル方式にて施工候補者を選定し、実施設計段階で施工候補者がＶＥ協働を行う方式

発注者の状況

・ＶＥ協働作業に対する専門的知見と事業全体をマネジメントする人材が必要だが、庁内スタッフの技術的体制や

経験が不足
・施工候補者の選定手続きを開始したものの、複数の事業関与者の役割や責任、意思決定のタイミング等が複雑

となっており、整理を必要としていた。
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把握された効果と課題 

 

事業の特徴（サマリー） 
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3.3.6 ケース 6 平成 27 年度 体育館建設事業（茨 城 県 水 戸 市 、三 重 県 四 日 市 市 ） 

 

【対象事業】 

茨城県水戸市及び三重県四日市市の事例では、開催時期が決定している国体向けの

体育館建設事業を対象としている。なお、水戸市は基本設計業務の実施中、四日市市は

基本設計の設計者の選定段階でモデル事業による支援を開始した。 

 

 

【発注者の課題とモデル事業での解決策】 

発注者の課題に対してモデル事業では、以下の解決策を導き出した。 

 

 

【その他特記事項】 

 優先交渉権者の選定時に VE を含めた工事費の提案を求め評価することにより、コスト

の抑制に努めた。 

 優先交渉権者の選定後発注者及び優先交渉権者間の協議期間を設け、詳細な条件

を双方で確認することにより、契約後の解釈相違のリスクを低減した。 

 

 

 

約 87.7 億円 

平成 30 年 10 月頃予定 
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事業の特徴（サマリー）茨城県水戸市 
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多様な入札契約モデル事業の支援フロー 

 

 

 

発注者が考える課題 

  

１ 応募事業の概要確認

３ 適⽤する⼊札契約⽅式のポイント整理

●事業の進捗状況を踏まえ、茨城県⽔⼾市を先⾏して⽀援を実施
●⽔⼾市での実施状況を踏まえ、効果・課題を三重県四⽇市市にフィードバックして⽀援

２ 発注者が抱える課題の正確な把握
 発注者が考える事業の課題の整理

 事業の⽬的、進捗状況等

 ⼊札契約⽅式導⼊のポイント整理
 事業の確実な実施に向けたポイント整理

６ 発注者による事業の推進

４ 具体的な対策の策定

５ 公募資料の作成
 ポイントに対応した具体的な対策の策定

 ポイントや対策を反映した公募資料（案）の作成
 技術評価の視点の作成

⽀援範囲

●国体開催時期が決定しており、極めてタイトな事業スケジュールの中、予定事業費･⼯期
内で確実に事業を実施をするための⼊札契約の⼯夫を⾏いたい

■発注者が抱える課題

■極めて限られた⼯期の中で、確実に⼯期を遵守したい
• 国体の開催時期（⽔⼾市：平成31年、四⽇市市：平成33年）が決まっており、スケジュールに合致した⼯法・仕様・仮設⽅法等を
設定する必要

• 建設予定地における様々な制限（⾵致地区かつ住宅街、⾼低差が⼤きい等）があり、敷地条件に合った施⼯の⼯夫が必要【⽔⼾市】
• ⼀部の施設を供⽤しながら複数の事業を実施する必要があり、綿密な⼯程管理が必要【四⽇市市】

■与えられた事業費の中で、確実に予算管理を⾏いたい
• 限られた予算の中で、効率的な設計を⾏い、最⼩の予算で最⼤の効果を得る整備計画の実現が必要

■上記⽬標達成のために発注者の考えだけで設計を進めると、意図しない予算超過や市場と乖離した予定価格の設定
等により、事業が遅延するおそれ
• ⼤規模空間を有する建築物の最適な⼯法選定 ・現場状況に合致した仮設⼯法や仮設費の設定 ・市場の実勢単価と積算単価の乖離

等に不安

■⼀⽅、発注者には⼤規模建築事業の経験が無い
• 市として⼤規模な空間を持つ建築物の⼯事を⾏った経験がなく、設計上の問題点などの把握が困難

施⼯の実態を踏まえた⼯期・コスト・仕様の最適なバランスを確保した設計の推
進に苦慮

公募資料作成⽀援 ⽀援結果のレビュー 発注者による
事業推進

支援
フロー

応募事業の概要確認 発注者が抱える
課題の正確な把握

適⽤する⼊札契約⽅式の
ポイント整理 具体的な対策の策定
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適用する入札方式の課題等の整理 

 

 

 

確実な実施に向けた４つのポイント 

 

  

●『優先交渉権者技術協⼒⽅式』の確実な実施に向け４つのポイントを設定し、対策を検
討

＜ポイント①＞適切なコスト管理に向けた⼯事契約までの全体プロセスを最適化（P6）
・想定される（標準的な）選定プロセスにおける課題の確認 ・⼯事契約までの全体プロセスを最適化

＜ポイント④＞事業の円滑な推進に資する実施体制構築（P10）
・役割分担の明確化 ・関係者間でのパートナーシップ協定締結
・ＣＭ⽅式の活⽤による発注者体制の補完

■確実な実施に向けた４つのポイントと対策の概要

公募資料作成⽀援 ⽀援結果のレビュー 発注者による
事業推進

支援
フロー

応募事業の概要確認 発注者が抱える
課題の正確な把握

適⽤する⼊札契約⽅式の
ポイント整理 具体的な対策の策定

＜ポイント③＞コスト管理を含む適切な技術協⼒の実施（P9）
・コスト管理実施⽅針を明確化 →  ・⽬標⼯事費の達成に向けた具体的な取組を明記 ・実施設計段階でのコスト情報の共有
・競争参加者から技術協⼒実施⽅針の提案を募集（施⼯者ノウハウによる+α）

＜ポイント②＞技術提案段階での⽬標⼯事費と概算⼯事費の乖離の低減（P7,8）
・事業費参考額と参考仕様の提⽰による概算⼯事費精度の向上 ・リスク分担の明確化によるリスク対策費⽤の外出し
・施⼯者ノウハウ活⽤による概算⼯事費の低減 ・価格（絶対値）評価による技術提案競争の促進
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確実な実施に向けた４つのポイント ～ポイント①～ 

 

 

 

確実な実施に向けた４つのポイント ～ポイント② その１～ 

 

 

 

プロセス

コスト
管理

プロセス

コスト
管理

ポイント① 適切なコスト管理に向けた⼯事契約までの全体プロセスを最適化
⇒概算⼯事費（施⼯者⾒積）が⽬標⼯事費を上回っている場合を想定した対策により⽬標⼯事費との乖離を防⽌

■概算⼯事費(施⼯者⾒積)が⽬標⼯事費を上回っている場合に想定されるプロセス

■優先交渉権者技術協⼒⽅式

技術提案 ⽬標⼯事費の
達成⽅策の合意

実施設計
技術協⼒ 価格交渉 施 ⼯

⼯事監理

優先交渉権者選定
▼

⽬標⼯事費合意・基本協定締結
▼

⼯事請負契約
▼

次点者協議②

概算⼯事費（施⼯者⾒積）

⽬標⼯事費

技術提案 実施設計 技術協⼒ 価格交渉 施⼯・⼯事監理

優先交渉権者選定（価格の要素なし）
▼

⼯事請負契約
▼

次点者協議

概算⼯事費

⽬標⼯事費

価格交渉段階で⼯事費と⽬標⼯
事費に乖離が発覚するため、価格
交渉の⻑期化、次点者協議への
移⾏等により、事業スケジュールが
遅延するおそれ

●課題
コスト管理不⾜による

事業スケジュールの遅延

①技術提案段階で概算⼯事費と⽬標
⼯事費の乖離を縮減(P7上段,P8)

●プロセスの最適化

②実施設計・技術協⼒着⼿前に⽬標
⼯事費の達成⽅策を検討(P9下段)

※合意できない場合
→次点者協議へ移⾏

③実施設計・技術協⼒段階での
適正なコスト管理の実施(P9上段)

①
②

③

次点者協議

公募資料作成⽀援 ⽀援結果のレビュー 発注者による
事業推進

支援
フロー

応募事業の概要確認 発注者が抱える
課題の正確な把握

適⽤する⼊札契約⽅式の
ポイント整理 具体的な対策の策定

⽬標⼯事費との乖離

①
②

仕様の
明確化

P7下段

P7上段,P8

P9上段

④事業を円滑に推進するための
実施体制の構築(P10)P9下段 ④P10
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確実な実施に向けた４つのポイント ～ポイント② その２～ 

 

 

 

確実な実施に向けた４つのポイント ～ポイント③～ 

 

 

  

ポイント② 技術提案段階での⽬標⼯事費と概算⼯事費の乖離の低減 その２

■施⼯者ノウハウの活⽤を価格評価
（※プロポーザル実施要項 Ⅷ.２参照）

100% 110% 120%90%80%

10.0

20.0

30.0

⼀定区間 ⼀定区間事業費参考額

【ロアリミット】
品質低下防⽌ライン

【評価限度ライン】
実施設計期間では予算内の
契約が期待できないライン

※建物規模の変更など
⼤幅な計画変更が必要

▼価格評価点

VE低減後概算⼯事費／事業費参考額（％）

価格評価として絶対値評価を採⽤

1.技術提案段階で施⼯者ノウハウを最⼤限活⽤
①市場価格の取込
②施⼯計画・仮設計画等によるコストダウン
③有効なVE提案によるコストダウン

2.価格評価による積極的な技術提案競争
・概算⼯事費が事業費参考額に収束することを防⽌

公募資料作成⽀援 ⽀援結果のレビュー 発注者による
事業推進

支援
フロー

応募事業の概要確認 発注者が抱える
課題の正確な把握

適⽤する⼊札契約⽅式の
ポイント整理 具体的な対策の策定

リスク分担の明確化 概算⼯事費上の取扱 リスク対策
■リスク分担の明確化によるリスク対策費⽤（施⼯者）の外出し

① 発注者負担 ：設計図の変更・不備 ⇒ 概算⼯事費に含まない。 ⇒ 発注者による予算措置、発注者VE、仕様変更
② 優先交渉権者負担：設計図に関する

拾い落とし・⾒込み違い ⇒ 概算⼯事費に含む。 ⇒ 優先交渉権者負担、新規VE
③ 協議事項 ：予⾒不可能な事由に起因する変更 ⇒ 概算⼯事費に含まない。 ⇒ 追加VE、仕様変更

社会経済情勢の変化 ⇒ 概算⼯事費に含まない。 ⇒ 追加VE、仕様変更、スライド条項

※⾒込み違いについては、実施設計段階でのコスト乖離のポイントとなるため、
・技術提案項⽬に、「概算⼯事費の根拠及び考え⽅、コスト増などのリスク要因」として具体的な記述を確認
・基本協定締結前に、発注者と優先交渉権者の設計グレードの相違について再確認、相違がある場合は、参考仕様⼜は概算⼯事費を修正

ポイント③ コスト管理を含む適切な技術協⼒の実施

■コスト管理実施⽅針を明確化（※プロポーザル実施要項 Ⅸ参照）

■競争参加者から技術協⼒実施⽅針の提案を募集

＜プロポーザル募集時＞（※技術提案書評価基準参照）

・技術協⼒業務として、コスト管理⽀援業務を重点に実施設計
への施⼯者ノウハウを活⽤した協⼒業務を設定

・技術提案項⽬として以下の重点ポイントを設定し、具体性や
実現性を評価
①技術協⼒業務について、施⼯段階も考慮し、

円滑な実施設計と価格交渉を実施する⽅策
②参考仕様から読み取れる適正なグレード・品質を

確保しながら、⼯事費の軽減と⼯期短縮を図る⽅策

公募資料作成⽀援 ⽀援結果のレビュー 発注者による
事業推進

支援
フロー

応募事業の概要確認 発注者が抱える
課題の正確な把握

適⽤する⼊札契約⽅式の
ポイント整理 具体的な対策の策定

⑥

評価事項技術評価項⽬

②
技術協⼒業務期間中のコスト管理⽀援における，
　　　　　　　　　　　　　　　　提出された概算⼯事費内訳明細書の活⽤⽅法

その他技術協⼒業務を効率的に進めるための提案

①
技術協⼒業務、施⼯管理業務それぞれについて業務実施にあたってのチーム編成、チームの
特徴、各担当者の能⼒や実績・資格、発注者及び設計者との具体的な協議⽅法等

①

④ フロントローディングの活⽤など⽣産計画・調達計画の実施設計へのフィードバック⽅法

⑤
技術協⼒業務の概略スケジュールと具体的な業務内容・想定される課題と解決策の提⽰
（例：実施設計の⼿戻りの防⽌，コスト推移の確認とリカバリー時間の確保等）

本⼯事の課題・問題点の把握及び解決⽅法

③ 設計全般に対する技術検証のポイント・進め⽅と実施設計へのフィードバック⽅法

技術協⼒業務の
実施⽅針

（１）
技術協⼒業務の実施⽅法

技術協⼒業務の開始にあたり，以下の内容の具体性を評価
 A) 概算⼯事費の根拠及び考え⽅
 B) コスト増加等のリスク要因について
 C) 発注者及び設計者との共有⽅法

（２）
技術協⼒業務の実施体制

（５）
⼯事状況の市⺠への公開⽅法についての提案 ①

⼯事期間中の市⺠への⼯事進捗等情報提供の⽅法等、提案を実施した場合の効果，実
施事例，その他必要と考える事項

（３）
施⼯・⼯程計画についての提案 ①

施⼯計画・⼯程計画の具体性・実現性、安全性及び⼯事費・⼯期に与える影響
（キーワード：残⼟処分、屋根架構施⼯⽅法、近隣対策等）

（４）
施⼯上の課題に対する技術的所⾒ ①

＜優先交渉権者選定後〜基本協定締結まで＞
⽬標⼯事費の達成に向けた具体的な取組を明記
①内訳明細書の算出根拠・考え⽅・妥当性の確認
②明細書に基づく、実施設計グレードの確認
③コスト乖離を防⽌する実施設計グレードの確認、フィードバック⽅法
※VE提案採⽤後概算⼯事費が事業費参考額を下回らない場合

は、参考仕様の⾒直しを⾏う。
＜技術協⼒実施期間中＞
実施設計段階でのコスト情報の共有
①優先交渉権者が作成する内訳明細書を3社で共有
②内訳明細書を2か⽉に1回程度更新し、コストの乖離を防⽌

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 6 9 12 3 6 9 12 3

優先交渉権者

設計者

⽔⼾市／CM

⽔⼾市／CM

コ
ン
ト
ロ
␗
ル

コ
ス
ト

3者協議

役
割
分
担

設計者

優先交渉権者

イベント

H31

6 9 12

H27 H28 H29 H30

11

VE反映
内訳書

準
備
期
間
確
保

実施設計／設計者VE提案

新築⼯事 ⼯期25か⽉技術協⼒業務・⾒積／追加VE提案

ECI
プロポーザル

設計者・施⼯者間の調整／発注者VE提案
⼯期・費⽤の妥当性検討

技術協⼒

交 渉

プ
レ
国
体

国
体

監督・検査議会
⼿続

請負契約

契約
内訳

予定
価格

⽬標⼯事費での請負契約の合意

3者
協議

次点者協議

⼯事監理

①内訳明細書の算出根拠・考え⽅・妥当性の確認
②明細書に基づく、実施設計グレードの確認
③コスト乖離を防⽌する実施設計への技術的検証⽅法の合意
④VE提案採⽤後概算⼯事費が事業費参考額を下回らない場合は参考仕様の⾒直しを実施
⑤⽬標⼯事費の合意（=MIN（VE提案採⽤後概算⼯事費，事業費参考額））
⑥⽬標⼯事費を達成するため、実施設計期間中も追加VE検討を⾏うことの合意
⑦⽬標⼯事費での業務完了のコンセンサスの形成

技術提案
概算内訳

採⽤VE内訳

審査
VE採否

技
術
対
話

※協議期間は、概算精度と事業費参考額との乖離度による

基本協定締結 ⾒積合せ

VE反映内訳書の精度UP・更新
内訳明細書の更新（１回/2カ⽉）

優先交渉権者作成⾒積内訳書による
⼯事費増減管理

優先交渉権者作成見積内訳書による
⼯事費増減管理（CM⽀援）
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確実な実施に向けた４つのポイント ～ポイント④～ 

 

 

 

公募資料作成支援 
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支援結果のレビュー 

 

  

●本⽅式の活⽤により、以下のとおり優先交渉権者を選定

本公募参加資格者：7社 技術提案提出者：５社 辞退：2社
施⼯者ノウハウの活⽤結果

・VE提案採⽤後概算⼯事費 ＜ 事業費参考額
・施⼯者想定グレード（参考仕様では読取れない箇所）の特定と確認による実施設計グレードの共有によるコスト乖離の防⽌
・実施設計段階でのコスト管理⽀援・コストの乖離を防⽌する技術検証のフィードバック⽅法・早期の課題解決などの本事業を

確実に遂⾏するための提案の採⽤

公募資料作成⽀援 ⽀援結果のレビュー 発注者による
事業推進

支援
フロー

応募事業の概要確認 発注者が抱える
課題の正確な把握

適⽤する⼊札契約⽅式の
ポイント整理 具体的な対策の策定

• プロポーザル実施要項において「VE 提案は、1項⽬あたりの⼯事費低減額が500万円以上のものを対象とし、最⼤提案数は
40 項⽬までとする。」としたため、 （※プロポーザル実施要項 Ⅴ.2.3参照）

①ＶＥ提案数が想定していたよりも少なかった。
②関連性の薄い項⽬をまとめることにより、⼯事費低減額を500万円以上とした提案が散⾒された。

• VE提案の範囲を規定していたが、ＣＤ提案と判定される提案が散⾒された。

上記の課題を踏まえ、四⽇市市の公募資料にフィードバックする予定

http://www.city.mito.lg.jp/000271/000273/000284/001006/001964/p016063.html
水戸市ＨＰ：水戸市東町運動公園体育館建設工事優先交渉権者選定に係る公募型プロポーザルの最終審査結果について（平成28年2月29日）

■事業費参考額以内での優先交渉権者の選定

■課題
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3.3.7 ケース 7 平成 28 年度 庁舎等建設事業（高知県中土佐町） 

【対象事業】 

高知県中土佐町の事例は、庁舎、消防、保育園の 3 施設の高台移転事業を対象とし

ている。なお、モデル事業による支援は、基本計画の完了後、基本設計業務の設計者選

定段階から開始した。 

 

 

 

【発注者の課題とモデル事業での解決策】 

発注者の課題に対してモデル事業では、以下の解決策を導き出した。 

 

 

 

【その他特記事項】 

 ＢＩＭの導入の希望については、競争参加者の減少につながる恐れがあるため、限定的

な導入とした。 
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事業の特徴（サマリー） 
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多様な入札契約モデル事業の支援フロー 

 

 

 

支援のプロセスとポイント 
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発注者が抱える本質的な課題の把握 【PO-1:課題の検証】 
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発注者が抱える本質的な課題の把握 【PO-2:本質的な課題と優先度】 

 

 

 

課題解決に向けた入札契約方式の検討 【PO-3:リスク・ベネフィット評価】 

 

① 議会・町⺠に対する⾼い透明性、公平性の確保が可能な施⼯者選定⽅法の採⽤
② 発注者側のマンパワー・ノウハウ不⾜
③ ⼯期は、⼟⽊⼯事がクリティカルパスとなっており、⼊札契約⽅式の選定の⼯夫による⼯期短縮効果はあまり期待できない。
④ 建築コストの当初予算の達成は可能な範囲であるが、⼊札契約⽅式の選定に先⽴ち、全体事業費の妥当性の検証が先決。
⑤ 合意形成を⽬的としたＢＩＭの可視化機能に限定して活⽤。BIMの活⽤は、⼊札契約⽅式の選定基準からは外す。

※BIMについては、課題の優先度に対して、施⼯者選定条件に⼤きな影響を与えるため、BIMに求める機能を限定し、⼊札契約⽅式の選定基準から外した。

課
題
の
検
証

発注者による
事業の推進

⽀援
フロー 応募事業の概要確認 ⽀援のポイント 課題解決に向けた

⼊札契約⽅式の検討
発注者が抱える

本質的な課題の把握

 発注者が想定していた当初の課題・優先度の検証結果(po-1) を踏まえ、発注者の“不安”と“課
題”を仕分け、本質的な課題・優先度を再定義

明確化した本質的な課題とその優先度

当初の課題 優先度 本質的な課題 優先度

プロジェクト運営
選定プロセスの透明性を確保したい 中 議会・町⺠への透明性の確保は最重要項⽬ ⾼
発注者側のマンパワー・ノウハウ不⾜ 低 マンパワー不⾜により、設計発注⼿続きや⼟⽊⼯事関係

協議がやや難航している 中

スケジュール
1⽇でも早く⼯事を完了したい ⾼

合併特例債期限のH32年度末完成が⽬標．現在の⼯
程は妥当の範囲だが、建築⼯事よりも、クリティカルパスと
なっている⼟⽊造成⼯事を急ぐ必要あり

中

３施設の施⼯計画を統合管理したい ⾼ １社が３施設の施⼯計画を統合するメリットは⼤きくない 低
不落不調を回避したい ⾼ 全体⼯程の中で再⼊札の⼿続き期間は包含される 中

コスト 事業費を抑制したい 中 当初事業予算の根拠が不明確のままであるため、⽬標とす
べき事業費の具体的な数値⽬標が不明 中

コストの透明性の確保をしたい 中 議会・町⺠への透明性の確保は最重要項⽬ ⾼

品質
BIMを合意形成・品質管理・維持管理に
活⽤したい 中

BIMは、議会を円滑に進捗させるために、基本設計レベル
の情報を⽤いた３Dによる可視化機能への期待は⼤きい。
その他のBIMの機能に対する期待はそれほど⼤きくない。

低

施⼯者固有の技術を設計に反映させたい 中 施⼯者固有の技術を設計に反映する必要性が⼩さい 低

将来リスクに対する
対応策の検討
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課題解決に向けた入札契約方式の検討 【PO-4:各方式の組み合わせ検討】 

 

 

 

 

 

●想定される４つのパターンの効果と留意事項を押さえた上で、選択肢の組合せによる最終判断へ。

発注者による
事業の推進

⽀援
フロー 応募事業の概要確認 ⽀援のポイント 課題解決に向けた

⼊札契約⽅式の検討
発注者が抱える

本質的な課題の把握

 リスク・ベネフィット評価で上位となった⼊札契約⽅式のメリットデメリットについて詳細に検討
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保育園
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⼯

庁舎 消防

設計者 設計者 設計者

保育園

施⼯者施⼯者施⼯者

■ECI⽅式＋３施設⼀体発注

●３施設の⼯事の統括管理は発注者負担となる。
●施⼯者の技術⼒・ノウハウなどを設計段階で活⽤するこ
とが出来ない。

■設計施⼯分離＋３施設⼀体発注■設計施⼯分離+３施設分割発注

■ECI⽅式（庁舎のみ）＋３施設分割発注

●実施設計図に基づいた精度の⾼い⼯事費の概算により
予定価格を決めることが出来る。

●段階的に３施設の⼯事を発注する事ができ、３施設の
設計〜発注の⼯程調整が容易になる。

●地元企業の参画機会が確保しやすい。(消防・保育）

効
果

留
意
事
項

●早期に庁舎の施⼯者を選定でき、施⼯者の技術を設
計に反映することができる。

●段階的に３施設の⼯事を発注する事ができ、３施設の
設計〜発注の⼯程調整が容易になる。

●地元企業の参画機会が確保しやすい。 (消防・保育）
●施⼯性に配慮した設計が⾏われる。(庁舎）

●早期に⽬標⾦額を決める必要がある。
●⽬標⾦額の達成に向けたコストコントロールが必要となる。
●３施設の⼯事の統括管理は発注者負担となる。
●施⼯性に配慮した設計が⾏われない可能性がある。
●設計段階において、発注者が設計者と施⼯者の技術
的意⾒の調整をする必要がある。

効
果

留
意
事
項

●３施設の⼯事運営の統合が可能。
●実施設計図に基づき予定価格を決める事が出来る。
●１回の発注で済むため発注者の⼿続き負担が減る。

●３施設の実施設計完了のタイミングを合わせ、全体の予
定価格を決定し、施⼯者の選定に移る必要がある。

●施⼯者の技術⼒・ノウハウなどを設計段階で活⽤するこ
とが出来ない。

●地元企業の参画機会が減少する。

効
果

留
意
事
項

●３施設の⼯事運営の統合が可能。
●早期に庁舎の施⼯者を選定でき、施⼯者の技術を設
計に反映することができる。

●施⼯性に配慮した設計が⾏われる。

●３施設の実施設計完了のタイミングを合わせ、全体の予
定価格を決定し、施⼯者の選定に移る必要がある。
●早期に⽬標⾦額を決める必要がある。
●⽬標⾦額の達成に向けたコストコントロールが必要となる。
●地元企業の参画機会が減少する。
●設計段階において、発注者が設計者と施⼯者の技術
的意⾒の調整をする必要がある。

効
果

留
意
事
項施⼯者
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将来リスクに対する
対応策の検討
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事業実施段階を想定した対応策の検討 【PO-5:将来リスクへの対策検討】 

 

 

 

今後のスケジュール 

  

Ｈ31年度 Ｈ32年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 1Q 2Q 3Q 4Q

庁舎設計

保育所設計

消防署設計

⼯事

庁舎

保育所

消防署

庁舎

保育所

消防署

庁舎

保育所

消防署

年度 Ｈ30年度

道路
橋台
造成

建築

⽉

Ｈ28年度 Ｈ29年度

設計者

施⼯者

⼟⽊設計者

⼟⽊
施⼯者

当初スケジュール

発注者

基本設計 実施設計

⼯事

実施設計

実施設計基本設計

実施設計基本設計

発注⼿続

⼯事

⼯事

発注⼿続

⼯事

⼯事

⼯事

発注⼿続

発注⼿続

発注⼿続

基本設計 実施設計

実施設計基本設計

実施設計基本設計

技術協⼒業務 段階的に施⼯交渉

本質的な課題の把握

候補の⼊札契約⽅式の選定

リスクと効果の評価・分析

⼊札契約⽅式の⼯夫

リスクアセスメント

モデル事業
⽀援業務

今後CM⽅式の導⼊を検討

発注者による
事業の推進

⽀援
フロー 応募事業の概要確認 ⽀援のポイント 課題解決に向けた

⼊札契約⽅式の検討
将来リスクに対する

対応策の検討
発注者が抱える

本質的な課題の把握

① ECI⽅式の導⼊を⾒送り、設計施⼯分離となったため、⼯事発注はH29年度末から段階的に⾏う。
② ⼊札契約⽅式の違いに関わらず、⼟⽊⼯事の継続的な進捗管理により⼯事着⼯の延伸を回避。
③ 複数の⼯程管理が複雑となるため、将来CM等の導⼊により発注者体制を補完する可能性あり。

①

②

③

■当初の事業スケジュール

■検討後事業スケジュール

CHECK Ⅰ
BCPなど地域で⼀体的に計画
する必要があるものについては施
設間の統合的な計画が必要

CHECK Ⅱ
基本設計概算結果から、コストリ
スクを⾒直し、ＶＥ検討や総合評
価⽅式の採否等を判断。

CHECK Ⅲ
３施設の⼯事発注、設計監理者、
⼯事施⼯者の調整にかかる発注
者負担が増⼤する。


